
作成責任者名

政策体系上の
位置付け

平成29年8月

131 11 平成22年度 7 8 9 8 -
現状維持
又は増加

毎年度

①71%
（88自治

体）
平成24年度

65%
（80自治

体）

71%
（88自治

体）

74%
（92自治

体）

74%
（92自治

体）
集計中

①100%
（124自治

体）
平成29年度

②0%
（36,543kg

/日）
平成20年度 - - - - 集計中

②100%
（30,946kg

/日）
平成32年度

1,184,688 995,641 873,313 1,035,533

(1,178,560) (990,139)

1,093,800 1,254,570 1,146,342 1,450,919

(1,069,847) (1,243,849)

56,717 10,332 7,229 5,076

(55,632) (10,329)

14 14 11 16

(13) (11) (10)

40 39 32 32

(39) (39) (32)

466 397 397 357

(62) (232) (217)

26年度 27年度

28年度
行政事業レビュー

事業番号

24年度

国土形成計画の着実な推進（対21年度比で進捗が
認められる代表指標の項目数）

「都市環境インフラ整備の広域的な取組みへ参加した延べ自治体数（首都圏）」については、当初検討を開始した平成18年度から平
成24年度までの6年間における自治体数の増加が今後も同水準で継続するとした場合の目標年次（平成29年度）における値。

達成手段
（開始年度）

官民連携基盤整備推進調査費
（平成23年度）

地方公共団体が行う基盤整備事業に対して、民間等が行う集客施設や生産・物流拠点の立地等と一体的に整備することによ
り、優れた効果の早期発現や効率性が期待できる場合、その事業化に向けた必要な検討に要する経費の一部を支援する。
配分先：都道府県、市町村
補助率：１/２

-

調査実施箇所数

調査実施箇所において調査実施から3年後までに8割を事業
実施段階へ移行する。※各年度の目標値は段階的に記載

392

達成手段の目標（28年度）
（上段：アウトプット、下段：アウトカム）26年度

（百万円）

（6）

25年度
（百万円）

実績値

業績指標の選定理由、目標値（水準・目標年度）の設定の根拠等

予算額計（執行額） 28年度
当初

予算額
（百万円）

達成手段の概要
関連する
業績指標

番号

25年度

総務課長　深澤　典宏

23年度

「琵琶湖への流入負荷量（化学的酸素要求量）」については、「琵琶湖の総合的な保全のための計画」の第2期計画（平成23年～32
年）において平成20年度から各種施策による負荷削減見込量から設定している目標値。

27年度
（百万円）

施策目標の
評価結果

１０　国土の総合的な利用、整備及び
保全、国土に関する情報の整備

政策評価実施
予定時期

評価結果 目標値

国土形成計画（全国計画）では、「多様な広域ブロックが自立的に発展する国土を構築するとともに、美しく、暮らしやすい国土の形成
を図ること」という「新しい国土像」の実現を同計画の基本的な方針として掲げているが、その実現のために「東アジアとの円滑な交
流・連携」「持続可能な地域の形成」「災害に強いしなやかな国土の形成」「美しい国土の管理と継承」「「新たな公」を基軸とする地域
づくり」という５つの戦略的目標を定めている。「新しい国土像」の実現に向けた計画の進捗状況は、これらの戦略的目標毎に設定し
た代表指標の改善状況で示されていると考えられることから、同計画が策定された年度である対20年度比（一部の指標については、
平成21年度以降しか値がない指標があり、その場合は平成21年度比）で進捗が見られる代表指標の項目数が、平成22年度の実績
値（初期値）と比べ現状維持又は増加することを目標とするものである。

目標値
設定年度

目標年度

施策目標の概要及び達成すべき目標
国土形成計画等の策定・推進により、多様な広域ブロックが自立的に発展する国土を構築するとともに、
美しく、暮らしやすい国土の形成を図ることで、質の高い国土づくりを進める。

平成２８年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

（国土交通省２８－㊲　）

施策目標 ３７　総合的な国土形成を推進する 担当部局名

初期値

国土政策局

業績指標

132

大都市圏の整備推進に関する指標（①都市環境イン
フラ整備の広域的な取組みへ参加した延べ自治体
数（首都圏）、②琵琶湖への流入負荷量（化学的酸素
要求量））

防災・安全交付金
（平成24年度）

（3）
社会資本整備総合交付金（全
国防災）（東日本大震災関連）
（平成23年度）

388

389

-（1）
 社会資本整備総合交付金
(平成22年度)

387

（2）

社会資本総合整備計画数（全国ベース）

社会資本総合整備計画中の成果指標目標の達成度（全国
ベース）

地方公共団体等が行う社会資本の整備その他の取組を支援することにより、交通の安全の確保とその円滑化、経済基盤の強
化、生活環境の保全、都市環境の改善及び国土の保全と開発並びに住生活の安定の確保及び向上を図ることを目的とし、地
方公共団体が作成した社会資本総合整備計画に基づき、政策目的実現のための基幹的な社会資本整備事業のほか、関連す
る社会資本整備や効果促進事業を総合的・一体的に支援する。

地方公共団体等が行う社会資本の整備その他の取組を支援することにより、国民の命と暮らしを守るインフラの再構築及び生
活空間の安全確保が図られることを目的とし、　地方公共団体が作成した、命と暮らしを守るインフラ再構築又は生活空間の安
全確保を実現するための「整備計画」に基づく次の取り組みについて、政策目的実現のための基幹的な社会資本整備事業のほ
か、関連する社会資本整備や効果促進事業を総合的・一体的に支援する。

-

地域におけるモビリティ確保に係る施策形成をサポートするための情報、ノウハウの提供等を行う。
また、新たな国土形成計画や交通政策基本計画などの国土政策、交通政策等を踏まえ、地方創生などの重要政策課題におけ
る総合的な交通体系の整備のあり方を検討する。さらに、国及び地方公共団体の総合交通政策担当者による連絡会議を開催
し、総合的な交通基盤整備に関する情報共有等を行う。
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社会資本総合整備計画数（全国ベース）

社会資本総合整備計画中の成果指標目標の達成度（全国
ベース）

地方公共団体が「東日本大震災からの復興の基本方針」（平成23年７月東日本大震災復興対策本部決定）３（ハ）に基づいて行
う社会資本の整備その他の取組を支援することにより、東日本大震災を教訓として、全国的に緊急に実施する必要性が高く、即
効性のある防災、減災等が図られることを目的とし、地方公共団体が作成した社会資本総合整備計画（東日本大震災を教訓と
して、全国的に緊急に実施する必要性が高く、即効性のある防災、減災等のための事業に限定したものに限る。）に基づき、政
策目的実現のための基幹的な社会資本整備事業等を総合的・一体的に支援する。

-

社会資本総合整備計画数（全国ベース）

社会資本総合整備計画中の成果指標目標の達成度（全国
ベース）

388

389

（4）
総合交通体系整備推進費
（平成19年度）

（5）
総合的な交通体系の効果的な
整備の推進
（平成25年度）

全国規模の幹線交通における旅客流動の実態を把握するため、各交通機関の所管部局における実態調査の結果を組み合わ
せ、モード横断的に旅客の流動量や個人属性、旅行目的等を把握可能なデータの作成を行う。また、刻々と変化する交通サー
ビス水準について、既存の分析ツールに内蔵するデータの更新を図ることにより、最新の交通サービス水準を把握可能なデータ
の作成を行う。加えて、取りまとめたデータや分析ツールを関係行政機関（国、地方公共団体）、大学や交通事業者等へ提供す
ることで、各関係主体における効率的かつ効果的な取組を促進し、総合的な交通体系の整備を推進する。
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-

-



9 9 8 8

(5) (7) (8)

81 78 12 10

(69) (71) (7)

107 156 152 136

(96) (151) (135)

21 19 17 17

(17) (19) (17)

215 225 201 159

(206) (220) (173)

42 30 26 26

(30) (27) (25)

13 11 10 10

(12) (10) (10)

6 6 6 6

(6) (6) (6)

35 41 46 47

(35) (41) (46)

23 28 21 25

(22) (25) (20)

83 40 40 36

(80) (40) (39)

396

397

398

（14）
むつ小川原開発推進調査
（平成１３年度）

（10）
国土形成計画等に係る学官連
携の推進
(平成20年度)

国土の利用に関する総合的かつ基本的な政策及び計画の策定及び推進を行うため、国土数値情報を整備・更新するとともに、
国土数値情報として整備するための効率的な情報収集手法及びデータ形式等を調査し、製品仕様書及び作業手順書を作成す
る。

-（11）
国土数値情報の整備
(平成20年度)

国土計画の基礎となる調査・研究を充実させることにより、これを計画へ反映し、国土政策の推進を図る。 131

-

400

むつ小川原開発地域では、これまで、ＩＴＥＲ（国際熱核融合実験炉）関連施設である国際核融合エネルギー研究センターを始
め、国家石油備蓄基地、核燃料サイクル施設等の立地が進んでいる。
我が国の産業・研究開発の発展とともに、地域の主体的取組への支援を図るため、引き続き、同地域の有効活用方策に関する
調査検討が不可欠である。
このため、平成28年度においては、企業立地の促進、地域の活性化を図る観点から、むつ小川原開発地域の地場産品を利用
した6次産業化、植物工場の立地可能性について調査・検討を行う。

－

国土情報を分析し国土計画の企画立案業務に活用するため整備・提供している国土数値情報利用・管理システム（G-ISLAND）
で利用する統計データを充実させるため、また、インターネットを通じて一般国民向けに提供する国土情報を充実させるため、国
土情報データベースへ統計データ等の各種データ登録を行い、データベースの拡充を図る。

国土数値情報等を利用・管理
するシステムの拡充
(平成20年度)

首都機能の移転に関する調査
等
(昭和63年度)

393

394

（12）

本調査開始当初（平成13年度）に保有していた開発用地
（1761ha）の分譲又は賃貸を推進する。

（13）

国土形成計画等の基礎的・長
期的検討
(平成18年度)

（17）
大都市戦略検討調査経費
（平成24年度）

（8）
国土形成計画等の進捗管理
(平成18年度)

（9）

多様な主体の理解を促進するため、①地方の住民に対して計画の内容をわかりやすく周知する国土形成フォーラムの開催、②
ホームページによる国土計画関係情報の提供、③国、地方公共団体の計画担当職員との意見交換や討論を行う国土計画研究
交流会の開催、④社会経済状況の変化等に応じた計画推進施策などの有識者との意見交換を実施する。

報告書配布先数
（検討結果である報告書を関係団体（青森県、六ヶ所村、経
済産業省、文部科学省など１５団体）に配布し、検討結果を
周知する。）

－

395

407

399

（7）
多様な主体の理解の促進
(平成18年度)

-

調査実施件数（１（見込み））

国土形成計画（全国計画）、国土利用計画（全国計画）が平成20年７月に閣議決定されたが、これらの計画は国土に関する総合
的な計画であり、国は計画策定後も経済社会情勢の変化に的確に対応する必要がある。このため、関係府省、地方公共団体、
国民一般とも共通の認識を形成することを見据えて、国土の課題分析、計画の基礎となる調査・研究などを実施する。
平成26年度は、本格的な人口減少社会の到来や、巨大災害の切迫等、国土を取り巻く状況の変化を踏まえ、2050年も視野に
入れた、新たな「国土のグランドデザイン」の具体化戦略の実現に向けた具体化戦略の検討のための調査・研究等を実施する。

-

調査実施件数（13（見込み））

国土形成計画等の基礎的・長期的な検討を行うものであり、
定量的な活動指標を定めて実施するという性質のものでは
ない。
定性的には、国土政策上の新たな課題の萌芽について把握
を行うため、経済社会情勢の変化等を踏まえて、基礎的・長
期的な観点から検討を行う。

国土数値情報のダウンロード件数（114万件）

国土数値情報の製品仕様書・作業手順書作成及び整備・更
新データ件数

登録データレコード数（200万件）

国土数値情報のダウンロード件数（114万件）

大都市圏に係る課題と対応の方向性及び計画の実施状況
に関する報告・公表等の件数　３件

-

国会における議論に対する適確な協力等を行うものであり、
定量的な活動指標を定めて実施するという性質のものでは
ない

国土形成計画(全国計画)の新しい国土像実現を目指して掲げられた５つの戦略的目標（①東アジアとの円滑な交流・連携、②
持続可能な地域の形成、③災害に強いしなやかな国土の形成、④美しい国土の管理と継承、⑤「新たな公」を基軸とする地域づ
くり）の進捗度等について、戦略的目標や計画に記載されている施策毎に評価指標を設定し、各種データを収集・整理して計画
の進捗状況のチェック（モニタリング）を実施する。
各圏域の広域地方計画に定められている計画の実効性を高めるため、計画の進捗状況を把握するとともに、計画推進に当たっ
ての課題とその解決方針に関する検討を行う。

-

国土形成計画（全国計画、広域地方計画）の進捗状況を管
理するための指標を用いた計画のモニタリングを実施し、公
表

国土形成計画の進捗管理を行うものであり、本調査自体は
定量的な成果指標を定めて実施するという性質のものでは
ない。
また、国土形成計画の進捗管理を把握し、計画を推進するた
めに課題とその解決方法に関する検討を行うものであり、定
性的な成果指標を定めて実施するという性質のものではな
い。

・国土政策フォーラムの開催（２地域）
・国土計画研究交流会の開催（１回）

フォーラム・研究会の評価
（アンケート調査の結果で、良いと評価した参加者の割合
 （ともに80%以上））

国会においては、平成15年６月に超党派の「国会等の移転に関する政党間両院協議会」が設置され、検討がなされてきたとこ
ろ、平成16年12月に「座長とりまとめ」がまとめられ、「今後は、政府その他の関係者の協力を得て、分散移転や防災、とりわけ
危機管理機能（いわゆるバックアップ機能）の中枢の優先移転などの考え方を深めるための調査、検討を行うこととする」とされ
た。このため、座長とりまとめに従い、政府として、分散移転や防災に関する分野を中心に調査を行い、国会での議論に協力す
るとともに、法第３条に従い、広く国民に首都機能の移転に関する適切な情報提供を行うための調査を行う。

402

401

（16）
国土政策に関する国際調査
（平成23年度）

（15）
経済協力開発機構等拠出金
（平成9年度）

我が国の大都市（首都圏・中部圏・近畿圏）は、都府県等の行政エリアを越えて人口や産業の集積が進んでいる地域である。
我が国において人口減少や高齢化の更なる進行が見込まれる中、大都市圏は将来的には全国の人口の約７割の生活圏とな
ることが見込まれており、我が国の経済社会の成長の中核的役割を担いつつ、生活者にとって快適な都市環境を構築できるよ
う持続可能な大都市の形成が必須である。
なお、「日本再興戦略 改訂2015」（平成２７年６月３０日）において、都市の競争力の向上が、また「経済財政運営と改革の基本
方針 2015」（平成２７年６月３０日）において、東京等の大都市は、国際競争力のある創造拠点としての環境整備や大都市の防
災性の向上など、都市再生等を戦略的に推進することが謳われている。
このため、大都市圏整備計画の実施状況に関する調査の他、広域的な緑地保全方策、大深度地下使用等に関する調査検討
を実施する。

-

国土政策に関する国際調査の実施件数

政策対話等を行った国数

ＯＥＣＤへの拠出金は、RDPCの作業計画を踏まえたプロジェクトのうち、我が国の国土・地域政策にとって有益である、国別・地
域別の国土・地域政策レビュー（対象国・地域の国土・地域開発の状況や国土・地域政策等について評価を行い、改善方策等を
提言するもの）や加盟国の地域のパフォーマンスや競争優位の比較分析、関連する地域指標作成等を支援する。国連ハビタッ
トへの拠出金は、そのアジア・太平洋地域事務所（福岡市）が実施する、我が国の有する国土・地域政策や居住環境改善分野
におけるノウハウ・技術とアジア諸都市等とのマッチング事業や人間居住分野の諸問題に関する情報発信等を支援するもの。

-

・国土・地域政策のテリトリアル・レビュー等の実施件数
・我が国の有するノウハウ・技術とアジア諸都市等とのマッチ
ング事業等の実施件数

・成果を反映した政策件数
・マッチング事業の成立件数

-

調査実施件数　４件

アジア地域等における国土・地域政策の課題や具体的な取組について、各国の政策担当者との意見・情報交換等を通じて把握
するとともに、情報の整理・分析を行い、我が国の国土・地域政策への活用方策を検討するとともに、これら各国の情報を発信
するウェブサイトの更新、内容の充実等を行う。また、本年10月に開催予定の国連会議「第三回国連人間居住会議」（ハビタット
Ⅲ）等の機会を通じ、我が国の国土・地域政策における経験やノウハウを積極的に情報発信するとともに、会議成果の今後の我
が国の国土・地域政策への活用方策を検討する。



－ 14 13 -

- (14) (13)

－ 39 35 42

- (38) (32)

－ 59 48 35

- (53) (46)

- - - 132

- - -

- - - 85

- - -

3,316,597 2,915,520 2,639,487 1,881,604

(2,307,443) (2,245,571)
施策の予算額・執行額

施策に関係する内閣の重要政策
（施策方針演説等のうち主なもの）

国土形成計画（全国計画）（平成27年8月14日閣議決定）
経済財政運営と改革の基本方針2016（平成２８年６月２日閣議決定） 第２省２．（４）③地域の活性化

新28-0034

　連携中枢都市圏において地域の稼ぐ力を強化するためには、産業の担い手となる人材のネットワーク創出、担い手となる人
材を支援する産学官金の連携、担い手となる人材と支援側のコミュニケーション強化、地域外の人や組織との関係強化により、
地域の多様な主体間の対流促進による内発的な自立発展が求められる。
　上記の内発的な自立発展の推進に向け、地域において求められる取組みについて、連携中枢都市圏等形成を進める地域に
おける実証的な調査･検討を行い、その過程を通じて課題を収集し分析する。

-

-

計画を推進するために調査・検討を実施した圏域数　8圏域

新たな広域地方計画の推進に
係る調査・検討

新28-0035

プロジェクト形成事例の件数　５件

（18）

連携中枢都市圏における内発
的な自立発展の推進調査（平
成28年度）

実証的な調査･検討を行う対象地域数　５件

多様な主体による地域づくり推
進経費（平成26年度）

（22）

（21）

（19）

調査・検討結果を広域地方計画の推進に反映した圏域数　8
圏域

　国土形成計画法（昭和25年法律第205号）に基づき平成28年3月に見直した全国8ブロックの広域地方計画を着実に推進する
ために、以下の検討を実施。
・計画に位置付けられた広域プロジェクトのアクションプログラムを策定、推進上の課題に対する対応方針等を検討し、プロジェ
クトを推進する。
・広域プロジェクトの進捗状況を把握するとともに、プロジェクトのストック効果や社会情勢等の基礎的なデータを収集し、変動要
因等を分析することにより、次年度以降の推進に向けた課題を抽出し、改善方策を検討する。

（20）

備考

地域づくり活動支援体制によって支援された地域づくり活動
数6件

403

地方部における地域の活性化を図るため、地域金融機関、地元民間企業、地域のNPO等から構成される地域づくり活動支援体
制の構築を支援し、多様な主体による地方部の地域づくり活動の、ハンズオン支援等の中間支援活動に対して補助を行う。併
せて、各地域づくり活動支援体制の活動を促進するための全国ネットワークの運営に向けた検討を行う。さらに地域の課題解決
に資するＮＰＯ等の事業の社会的意義を客観的に示す手法を検討する。

-

新たに形成される地域づくり活動支援体制数　6件

390
大規模災害に備えた国土形成
に資する総合交通体系の確保
に係る調査検討（平成26年度）

歩行者移動支援の普及・活用
の推進（平成26年度）

391 131
障害者や高齢者をはじめ誰もが積極的に活動できるユニバーサル社会の構築に向け、ICTを活用した歩行者移動支援サービス
の普及促進を図る必要がある。この効率的な実現のため、移動に資する各種データのオープンデータ化等を推進し、多様な
サービスが民間の様々な主体により創出・展開されていくための環境整備を実施する。

大規模災害時において基幹的陸上交通ネットワークが機能停止となった場合に、人流・交通サービスへの影響を最小化するこ
とで経済社会活動が機能不全に陥る事態を回避する必要があり、大規模地震等の災害発生時における人流・交通サービスへ
の影響を推計・分析し、シナリオ検証を踏まえつつ、持続的な社会・経済に必要な人流レベルを想定するとともに、当該影響を軽
減するための交通モードを超えたハード・ソフトによる対策のあり方を調査検討する。

131 -

-


